
第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（１）－①

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

障害者福祉推進課
健康福祉政策課

①　 障害者条例に基づく広域専門指導員・地域相談員によ
る地域に根差した周知啓発活動や各種広報媒体の使用、
人権啓発に関する講演会・研修会の開催を通し、障害のあ
る人への理解の促進及び障害のある人に対する差別の解
消に努めます。
○また、障害者条例による各種施策の展開により、各種障
害に対する正しい理解や偏見の解消に取り組みます。

・県民の日(6月15日)にＪＲ千葉
駅前で障害者条例に基づく広
域専門指導員による広報活動
を行いました。
・広域専門指導員による障害
者条例等の周知・啓発活動を
年間1,594件行いました。

・第六次千葉県障害者計画に
従い、障害者条例のみなら
ず、障害者差別解消法と併せ
た啓発・広報活動に取り組み
ます。

・県民の日(6月15日)に関連し
てＪＲ千葉駅前で障害者条例
に基づく広域専門指導員によ
る広報活動を行いました。
・広域専門指導員による障害
者条例等の周知・啓発活動を
年間1,490件行いました。
・「障害のある人の人権」を
テーマに人権啓発指導者養成
講座を実施しました。(１回)
・ちば人権出前講座・人権問題
講師紹介事業（人権全般　３９
回）
・人権啓発ビデオの貸出し（人
権全般　113件）

・第六次千葉県障害者計画に
従い、障害者条例のみなら
ず、障害者差別解消法と併せ
た啓発・広報活動に取り組み
ます。
・人権啓発指導者養成講座や
人権問題講演会の実施にあ
たっては、更に多くの方に興味
を持って受講していただけるよ
う、周知方法等を工夫します。
・ちば人権出前講座・人権問題
講師紹介事業や人権啓発
DVDの貸出しについては、より
多くの活用を図るため、引き続
き、事業の周知を図ります。

・広域専門指導員による障害
者条例等の周知・啓発活動を
年間1,368件行いました。
・千葉県人権ユニバーサル事
業において、身体障害者と健
常者のふれあいをテーマにし
たポスター及び動画の作製及
び配布を行いました。（ポス
ター送付数：約６００カ所、動画
再生回数：１５０回超え）
・ちば人権出前講座・人権問題
講師紹介事業（人権全般　１４
回）
・人権啓発ＤＶＤの貸出し（人
権全般　６２件）
・「障害のある人」をテーマに含
むＤＶＤを１本、購入しました。
（題名「シェアしてみたらわかっ
たこと」）

・第七次千葉県障害者計画に
従い、障害者条例のみなら
ず、障害者差別解消法と併せ
た啓発・広報活動に取り組み
ます。
・人権啓発指導者養成講座や
人権問題講演会等の実施にあ
たっては、更に多くの方に興味
を持って受講していただけるよ
う、周知方法等を工夫します。
・ちば人権出前講座・人権問題
講師紹介事業や人権啓発
DVDの貸出しについては、より
多くの活用を図るため、引き続
き、事業の周知を図ります。

３－１共生社会という考え
方を知っている県民の割
合
３－２障害のある人もない
人も共に暮らしやすい千
葉県づくり条例に関する
周知啓発活動の回数

３－（１）－②

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

障害者福祉推進課

②  パンフレットや「マンガでわかる障害者差別解消法」の
配付等を通して、障害者条例と併せ、障害者差別解消法に
ついても周知・啓発を図るとともに、障害のある人に接する
ことの多い福祉関係者へのより一層の周知・啓発を行って
いきます。

・平成31年3月6日の「障害者
虐待防止・権利擁護講演会」で
は、マンガでわかる障害者差
別解消を題材に、約400名に対
して講演を行いました。

マンガでわかる障害者差別解
消法等の周知媒体を用いて、
より一層の周知・啓発に努め
ていきます。

・新規採用職員研修において、
マンガでわかる障害者差別解
消法等の周知媒体を用いて、
同法を周知しました。
・広域専門指導員等が、マンガ
でわかる障害者差別解消法を
用いて啓発活動を行い、同法
の周知を行いました。

マンガでわかる障害者差別解
消法等の周知媒体を用いて、
より一層の周知・啓発に努め
ていきます。

・新規採用職員研修において、
マンガでわかる障害者差別解
消法等の周知媒体を用いて、
同法を周知しました。
・広域専門指導員等が、マンガ
でわかる障害者差別解消法を
用いて啓発活動を行い、同法
の周知を行いました。

・第七次千葉県障害者計画に
従い、マンガでわかる障害者
差別解消法等の周知媒体を用
いて、より一層の周知・啓発に
努めていきます。

３－（１）－③

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

開催準備課
事前キャンプ・大会
競技支援課
障害者福祉推進課
教育政策課

③　○パラスポーツフェスタちば・パラスポーツフォーラムな
どの障害者スポーツの体験会、障害者アスリートとの交流
を通じて障害のある人とない人の交流を図り、多くの人を巻
き込みながら、障害のある人への理解促進を図ります。
○また、東京２０２０パラリンピック競技大会に向けた一連の
取組を、開催後もそのレガシーとして受け継ぐことができる
よう推進していきます。

・第10回2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピックＣＨＩＢＡ推進
会議において、バリアフリーツ
アー情報発信事業や、共に楽
しむ！パラスポの「輪」プロジェ
クトについて報告しました。
・また、県内の宿泊施設を対象
に、大会に関する理解を深め
るとともに、宿泊施設を利用す
る障害のある方への対応力を
向上させ、ソフト面でのバリア
フリー（心のバリアフリー）対応
の充実を図るため、「宿泊施設
のための心のバリアフリース
キルアップセミナー」を開催し
ました。
・東京2020パラリンピック競技
大会への出場を目指す選手を
掘り起こすための体験会を13
競技22日程で開催し、780人の
方が障害者スポーツを体験し
ました。

・2020年東京オリンピック・パラ
リンピックＣＨＩＢＡ推進会議に
おいて情報共有を図るなど、
引き続き東京2020オリンピッ
ク・パラリンピックに向けて、
オール千葉での取組を推進し
ます。
・令和元年度は、競技団体・支
援事業として、障害者スポーツ
競技団体が、障害者スポーツ
の普及促進のために実施する
障害者スポーツ体験会に対し
て助成を行うことで、障害者ス
ポーツの認知度の向上、競技
人口の増加を図ります。

・第11回2020年東京オリンピック・パ
ラリンピックCHIBA推進会議におい
て、ユニバーサルデザインの推進や
パラリンピックを通じた共生社会の実
現等に係る講演を実施するとともに、
県のパラリンピックに関する取組につ
いて報告しました。
・パラスポーツフェスタ、パラスポーツ
フォーラム、オリンピック・パラリンピッ
クの1年前イベントを実施しました。
・「千葉県オリンピック・パラリンピック
を活用した教育取組方針」の心のバ
リアフリープロジェクトに取り組んだ推
進校は、４７校でした。取組例として
は、障害者スポーツを通した特別支
援学校と小中高校との交流、国際パ
ラリンピック公認教材「I'mPOSSIBLE」
を活用した授業実践、パラリンピック
競技体験やパラリンピアンによる講
演会を行いました。
・パラスポーツフェスタちば2019にお
いて障害者スポーツ交流大会を開催
し、障害のある人とない人の相互理
解を促進するとともに、障害者スポー
ツの認知度向上を図りました。

・2020年東京オリンピック・パラ
リンピックCHIBA推進会議にお
いて情報共有を図るなど、引き
続き東京2020オリンピック・パ
ラリンピックに向けて、オール
千葉での取組を推進します。
・パラスポーツフェスタを実施し
ます。
・令和２年度、引き続きオリン
ピック・パラリンピック教育推進
校６５校を指定し、「取組方針」
に基づいた取り組みを行って
いきます。
・パラスポーツフェスタちば
2020において障害者スポーツ
交流大会を開催します。
・競技団体・支援事業として、
障害者スポーツ競技団体が、
障害者スポーツの普及促進の
ために実施する障害者スポー
ツ体験会に対して助成を行うこ
とで、障害者スポーツの認知
度の向上、競技人口の増加を
図ります。

・「パラスポーツフェスタ2020」に
おいて、障害者スポーツ交流大
会を開催し、障害のある人とない
人の相互理解を促進するととも
に、障害者スポーツの認知度向
上を図りました。

・第13回2020年東京オリンピック・
パラリンピックCHIBA推進会議に
おいて、バリアフリー化の促進等
を含めた「2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピックに向けた千葉県
戦略」に基づく、これまでのオー
ル千葉での取組について報告し
ました。

・「千葉県オリンピック・パラリン
ピックを活用した教育取組方針」
の心のバリアフリープロジェクトに
取り組んだ推進校は、４７校でし
た。取組例としては、パラリンピッ
ク競技体験やパラリンピアンによ
る講演会、国際パラリンピック公
認教材「I'mPOSSIBLE」を活用し
た授業実践や、障害者体験・高齢
者体験を行いました。

・「パラスポーツフェスタちば
2021」において、障害者スポー
ツ交流大会を開催します。

・2020年東京オリンピック・パラ
リンピックCHIBA推進会議にお
いて情報共有を図るなど、引き
続き東京2020オリンピック・パ
ラリンピックに向けて、オール
千葉での取組を推進します。

・令和３年度、引き続きオリン
ピック・パラリンピック教育推進
校６５校を指定し、「取組方針」
に基づいた取り組みを行って
いきます。

３－（１）－④

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

県民生活・文化課

④　 東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けた都市ボ
ランティアの確保・育成の取組を進めるなかで、障害のある
人が安心してボランティアに参加できるよう、関係団体と連
携し、障害のある人への理解に関する研修の実施などを通
して、障害のある人もない人も共にボランティア活動に参加
できる体制を整備します。

・都市ボランティアの確保・育
成の取組を進めるなかで、障
害のある人も応募しやすいよう
に募集要項を整備しました。

・障害のある人が安心して都
市ボランティアに参加できるよ
う、今後、共通研修等を通じて
障害のある人への理解を深め
ていきます。

共通研修のプログラムとして、
特定非営利活動法人障害平
等研修フォーラムへ講師派遣
依頼し、障害当事者をファシリ
テーターとする「DET（障害平
等研修）」を実施し、都市ボラン
ティアの障害に対する知識・理
解を深めることができました。

引き続きエリア別研修等を通じ
て、障害のある人への理解を
深めていきます。

東京２０２０オリンピック・パラリ
ンピックの開催延期により、研
修等も延期になりました。

エリア別研修等を通じて、障害
のある人への理解を深めてい
きます。

３－（１）－⑤

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

障害者福祉推進課

⑤　 実際に差別が起こっている事案では、「これは差別に
あたる」という自覚がないまま 差別行為を行ってしまうという
ケースも見られるため、広域専門指導員による活動で蓄積
した差別に関する報告書をホームページに掲載するなど啓
発を行います。

・平成29年度の広域専門指導
員の活動内容を報告書にまと
め、県ホームページに掲載しま
した。

・今後も広域専門指導員の活
動で蓄積した差別に関する報
告書の作成を通して啓発を行
います。

・平成30年度の広域専門指導
員の活動内容を報告書にまと
め、県ホームページに掲載しま
した。

・今後も広域専門指導員の活
動で蓄積した差別に関する報
告書の作成を通して啓発を行
います。

・令和元年度の広域専門指導
員の活動内容を報告書にまと
め、県ホームページに掲載しま
した。

・今後も広域専門指導員の活
動で蓄積した差別に関する報
告書の作成を通して啓発を行
います。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（１）－⑥

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

障害者福祉推進課

⑥　障害のある人への差別の背景にある制度や慣習など
の問題について、障害者条例に基づく推進会議で議論し、
改善を図ります。また、より専門的な分野に関しては、分野
別会議をもって対応します。

・推進会議の提案による行政
職員の行うべき配慮を示した
「障害のある人に対する情報
保障のためのガイドライン」を
県、関係機関、市町村及び民
間事業者等へ周知・啓発を行
いました。

・引続き情報保障ガイドライン
の周知を進めて研修を実施
し、県のほかに市町村・民間事
業者においても配慮の実践が
行われるよう協力を求めてい
きます。
・「障害のある人もない人も共
に暮らしやすい千葉県づくり推
進会議」を開催し、今後の方針
等を協議します。

・推進会議の提案による行政
職員の行うべき配慮を示した
「障害のある人に対する情報
保障のためのガイドライン」を
県、関係機関、市町村及び民
間事業者等へ周知・啓発を行
いました。
・令和元年７月３０日に「第９回
障害のある人もない人も共に
暮らしやすい千葉県づくり推進
会議」を開催し、障害のある人
への差別の背景にある制度や
慣習などの問題について議論
しました。

・引続き情報保障ガイドライン
の周知を進めて研修を実施
し、県のほかに市町村・民間事
業者においても配慮の実践が
行われるよう協力を求めてい
きます。
・「障害のある人もない人も共
に暮らしやすい千葉県づくり推
進会議」を開催し、今後の方針
等を協議します。

・推進会議の提案による行政
職員の行うべき配慮を示した
「障害のある人に対する情報
保障のためのガイドライン」を
県、関係機関、市町村及び民
間事業者等へ周知・啓発を行
いました。

・引続き情報保障ガイドライン
の周知を進めて研修を実施
し、県のほかに市町村・民間事
業者においても配慮の実践が
行われるよう協力を求めてい
きます。
・「障害のある人もない人も共
に暮らしやすい千葉県づくり推
進会議」を開催し、今後の方針
等を協議します。

３－（１）－⑦

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（１）障害のある人
への理解の促進

障害者福祉推進課

 ⑦「障害のある人に優しい取組を応援する仕組み」により、
障害のある人への理解を広げるために頑張っている取組を
紹介します。

・障害のある人への理解を広
げるために頑張っている取組
を県のホームページに掲載し、
紹介しております。
・今後の取組み実施における
課題や事業の方向性を検討し
ました。

・オリンピック・パラリンピック開
催を契機として、障害のある人
のスポーツ、文化、芸術に
フォーカスした取組について、
推進会議等を利用し、発信し
ていきます。

・障害のある人への理解を広
げるために頑張っている取組
を県のホームページに掲載し、
紹介しております。
・令和元年７月３０日に開催し
た「第９回障害のある人もない
人も共に暮らしやすい千葉県
づくり推進会議」において、本
会議構成団体から、東京オリ
ンピック・パラリンピックの開催
を契機とした取組について発
表していただきました。

・オリンピック・パラリンピック開
催を契機として、障害のある人
のスポーツ、文化、芸術に
フォーカスした取組について、
推進会議等を利用し、発信し
ていきます。

・障害のある人への理解を広
げるために頑張っている取組
を県のホームページに掲載し、
紹介しております。

・オリンピック・パラリンピック開
催を契機として、障害のある人
のスポーツ、文化、芸術に
フォーカスした取組について、
推進会議等を利用し、発信し
ていきます。

３－（２）－①

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（２）子どもたちへの
福祉教育の推進

健康福祉指導課

①   福祉教育への取組等を進める学校を引き続き年２０校
程度福祉教育推進校として指定し、その活動を支援しま
す。その際、福祉教育をより効果的に推進するため、同じ地
区の福祉教育推進校と(福)千葉県社会福祉協議会が指定
する福祉教育推進団体が連携・協働する「パッケージ指定」
により、地域の社会資源や人材を活用した福祉教育プログ
ラムの協議・連携・企画・実践を行い、福祉教育を推進しま
す。

・平成30年度指定校
　小学校8校、中学校6校、高
等学校6校
・福祉教育研究県大会　8/22
開催
参加者259名

例年20校程度、福祉教育推進
指定校を指定し、地域で一体
となった取組を行っています。
近年、学校の統廃合による減
少等により、地域の小・中・高
等学校が一体となった取組が
難しくなってきており、どのよう
に取り組んでいくのかが課題
です。

・令和元年度指定校
　小学校9校、中学校6校、高
等学校6校
・福祉教育研究県大会　8/20
開催
参加者250名

例年20校程度、福祉教育推進
指定校を指定し、地域で一体
となった取組を行っています。

令和2年度指定校
小学校10校、中学校7校、高等
学校6校
新型コロナウイルス感染症防
止対策のため福祉教育研修大
会を中止し、代えて冊子を作
成し配布した。

例年20校程度、福祉教育推進
指定校を指定し、地域で一体
となった取組を行っています。

３－（２）－②

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（２）子どもたちへの
福祉教育の推進

健康福祉指導課

②　福祉教育関係者を対象に福祉教育推進養成研修を開
催し、福祉教育に関する必要な知識・技能を身につけるとと
もに、学校や地域における福祉教育の普及・活性化を目指
します。

福祉教育推進員養成研修
　実施日　4/27，7/27，8/1，
8/22，8/27
　修了者　28名

本養成研修は、指定を受けた
福祉教育推進校及び福祉教
育推進団体が、必要な知識・
技能を身につけるとともに他の
学校や地域に福祉教育を広め
る人材を育てることを目的に開
催しています。引き続き、指定
を受けた学校や団体の方々に
受講していただくよう取り組ん
でいきます。

・福祉教育推進員養成研修
　実施日　4/19，7/31，8/2，
8/20，8/23
　修了者　38名

・本養成研修は、指定を受け
た福祉教育推進校及び福祉
教育推進団体が、必要な知
識・技能を身につけるとともに
他の学校や地域に福祉教育を
広める人材を育てることを目
的に開催しています。引き続
き、指定を受けた学校や団体
の方々に受講していただくよう
取り組んでいきます。

・福祉教育推進員養成研修
　実施日　8/6（Zoom）,12/7～
2/6（オンデマンド）
　修了者　0名（新型コロナウイ
ルス感染症の影響による）

本養成研修は、指定を受けた
福祉教育推進校及び福祉教
育推進団体が必要な知識・技
能を身につけるとともに、他の
学校や地域に福祉教育を広め
る人材を育てることを目的に開
催しています。
令和2年度は新型コロナウイル
ス感染症の影響により十分に
研修を実施できなかったため、
実施方法等を検討し、指定を
受けた学校や団体の方々に受
講していただくよう取り組んで
いきます。

３－３福祉教育推進員養
成研修の修了者数の数
（人）

３－（２）－③

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（２）子どもたちへの
福祉教育の推進

特別支援教育課

③　特別支援学校と近隣の小・中学校等の幼児児童生徒と
の交流及び共同学習を通して、障害のある幼児児童生徒と
障害のない幼児児童生徒がお互いの個性を尊重し合い、
思いやる心を育て、共に社会を作るための豊かな人間性の
育成を目指します。

各学校において、交流及び共
同学習（居住地校交流・学校
間交流）を学校の教育活動に
位置付けた教育課程の編成の
周知をしました。また、特別支
援学校を拠点とした障害者ス
ポーツ振興事業により、地域
における障害者理解を推進し
ました。

引き続き、交流及び共同学習
を計画的に実施するとともに、
スポーツ振興事業により地域
における障害者理解の浸透を
図っていきます。

・各学校において、交流及び共
同学習（居住地校交流・学校
間交流）を継続して学校の教
育活動に位置付けるとともに、
特別支援学校を拠点とした障
害者スポーツ振興事業により、
学習活動において障害者ス
ポーツを活用するように周知
し、障害者スポーツ用具の整
備を行いました。

・引き続き、交流及び共同学習
を計画的に実施し、障害者ス
ポーツ振興事業により、地域
における障害者理解を促進し
ていきます。

・各学校において、交流及び共
同学習（居住地校交流・学校
間交流）を継続して学校の教
育活動に位置付けるとともに、
県立特別支援学校全校に整
備した障害者スポーツ用具の
活用し、スポーツをとおして障
害者理解が図れるよう周知し
ました。

・引き続き、交流及び共同学習
を計画的に実施し、障害者ス
ポーツ振興事業により、地域
における障害者理解を更に促
進していきます。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（２）－④

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（２）子どもたちへの
福祉教育の推進

児童生徒課

④　 学校における授業等に資するよう、引き続き、幼・認定
こども園・小・中・義務教育学校・高等学校の管理職や人権
教育担当者に対し、障害者理解に関する研修を実施しま
す。

　教育事務所の学校人権担当
指導主事を対象に「第２次千
葉県特別支援教育推進計
画」、「千葉県手話言語条例」、
「障害者差別解消法と合理的
配慮」に関する研修を行いま
し。また、公立高校の人権教育
担当教諭に対し、「障害者の理
解と支援」について研修を行い
ました。更に、社会人権教育指
導者養成講座の参加者に対
し、「視覚障害」と「障害者差別
解消法と合理的配慮」につい
て研修を行いました。

　既に、教育事務所の学校人
権担当指導主事を対象の１回
目の研修で、「千葉県手話言
語条例」について研修を行い
ました。今後も、昨年度と同
様、あらゆる研修の機会で障
害者理解のための研修を行う
予定です。

・高等学校の管理職や人権教
育担当者、教育事務所の人権
教育担当指導主事、市町村教
育委員会の人権教育担当者
対象の研修で、関係する法令
および合理的配慮の実際につ
いて周知しました。

・今後も各種協議会、研修会
等の機会を捉え、法令および
合理的配慮の実際について周
知し、障害者に対する理解が
深まるよう努めます。

・新型コロナウイルス感染拡大
に伴う緊急事態宣言の発令等
を受け、予定していた研修の
期日・方法を変更して開催し、
関係する法令および合理的配
慮の実際について周知しまし
た。

・引き続き、各種協議会、研修
会等の機会を捉え、法令およ
び合理的配慮の実際について
周知し、障害者に対する理解
が深まるよう努めます。また、
新型コロナウィルス感染拡大
の状況に柔軟に対応し、各種
協議会、研修会等を、場合に
よってはオンラインや書面開催
にて実施します。

３－（２）－⑤

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（２）子どもたちへの
福祉教育の推進

障害者福祉推進課

⑤　障害者差別解消法に基づく障害者差別解消支援地域
協議会において、障害者差別解消法の啓発を図り、千葉県
社会福祉協議会等と連携し、福祉教育を推進するための方
策について検討を行います。

・千葉県社会福祉協議会の開
催した福祉教育プログラム検
討委員会に参加し、「福祉教育
プログラム集」を作成しました。

・今後も千葉県社会福祉協議
会等と連携し、福祉教育の推
進に努めていきます。

・令和元年７月３０日に開催し
た「第９回障害のある人もない
人も共に暮らしやすい千葉県
づくり推進会議」において、千
葉県社会福祉協議会より、福
祉教育プログラムについて発
表していただき、他団体への
周知を行いました。

・今後も千葉県社会福祉協議
会等と連携し、福祉教育の推
進に努めていきます。

千葉県社会福祉協議会が作
成した「福祉教育プログラム
集」について、障害者条例や障
害者差別解消法の啓発活動
の際に、併せて周知を行いま
した

・今後も千葉県社会福祉協議
会等と連携し、福祉教育の推
進に努めていきます。

３－（３）－①

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害福祉事業課

①　虐待を防止し、早期発見するために、市町村や障害者
支援施設等に虐待防止アドバイザーを派遣し、地域におけ
る関係者に理解を求め、権利擁護に係る体制の整備を図り
ます。また、虐待を発生させないための取組等について助
言を行います。

・市町村や障害者福祉施設等
からの申請内容に応じて13人
のアドバイザーを派遣し、虐待
に対する適切な対応や予防が
できるよう助言を行いました。

・虐待防止のため、市町村や
障害者福祉設等に対し虐待防
止アドバイザーの積極的な活
用を働きかけます。

・市町村や障害者福祉施設等
からの申請内容に応じて1６人
のアドバイザーを派遣し、虐待
に対する適切な対応や予防が
できるよう助言を行いました。

・虐待防止のため、市町村や
障害者福祉設等に対し虐待防
止アドバイザーの積極的な活
用を働きかけます。

・市町村や障害者福祉施設等
からの申請内容に応じて５人
のアドバイザーを派遣し、虐待
に対する適切な対応や予防が
できるよう助言を行いました。
派遣人数については、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止の
ため、施設へのアドバイザー
の派遣が困難となったため、
減少しました。

オンラインによるアドバイザー
の派遣など、実施方法の見直
しを行い、市町村や障害者福
祉設等に対し虐待防止アドバ
イザーの積極的な活用を働き
かけます。

３－４虐待防止アドバイ
ザー派遣数

３－（３）－②

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害福祉事業課

②　 虐待が発生した場合においては、障害者虐待防止法
の対応スキームに即して、迅速な対応に努めます。その際
には、市町村や警察、労働局とも適宜連携を図り、適確な
対応を行います。虐待を受けた人が複数の市町村にまたが
る場合や、県外の場合などには、必要な調整・協力を行い
ます。

・虐待の防止・早期発見のた
め、市町村担当職員や支援機
関等を対象として虐待防止研
修を実施し、担当職員や支援
者の意識向上に努めました。
・警察との連携会議を４回実施
するとともに、研修講師を警
察・労働局・支援機関等に依
頼するなど、日頃から連携しや
すい関係や体制づくりに努め
ました。

・引き続き、関係機関と適宜連
携を取りつつ、障害者虐待へ
の迅速な対応に努めます。

・虐待の防止・早期発見のた
め、市町村担当職員や支援機
関等を対象として虐待防止研
修を実施し、担当職員や支援
者の意識向上に努めました。
・警察との連携会議を３回実施
するとともに、研修講師を警
察・労働局・支援機関等に依
頼するなど、日頃から連携しや
すい関係や体制づくりに努め
ました。

・引き続き、関係機関と適宜連
携を取りつつ、障害者虐待へ
の迅速な対応に努めます。

・虐待の防止・早期発見のた
め、市町村担当職員や支援機
関等を対象として虐待防止研
修を実施し、担当職員や支援
者の意識向上に努めました。
・警察との連携会議について
は、コロナウイルス感染拡大防
止の観点から、開催を中止し
ました。

・引き続き、関係機関と適宜連
携を取りつつ、障害者虐待へ
の迅速な対応に努めます。

３－（３）－③

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害福祉事業課

③　家族等の養護者に対する支援の一環として、県民向け
の講演会を開催し、虐待防止や権利擁護への理解促進、
啓発を行います。また、当事者等により実施される権利擁
護のための取組を支援します。

・平成31年3月に一般県民向け
の講演会を開催し、虐待防止
への理解促進、啓発を図りまし
た。広報紙への掲載や、周知
先を広げた結果、平成29年度
は274人だった参加者が、平成
30年度は361人となりました。

・引き続き、講演会を開催する
ことにより、虐待防止への理解
促進、啓発を行います。

・令和２年３月に実施予定だっ
た県民向けの講演会の周知方
法の見直しや、周知先の拡大
を行いましたが、新型コロナウ
イルス感染拡大防止のため、
開催を中止しました。

・引き続き、講演会を開催する
ことにより、虐待防止への理解
促進、啓発を行います。

・県民向けの講演会について
は、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、開催を中止し
ました。
・県ホームページの障害者虐
待に係る内容を充実させ、障
害者虐待の早期発見及び通
報義務を周知しました。

・引き続き、講演会を開催する
ことにより、虐待防止への理解
促進、啓発を行います。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（３）－④

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害福祉事業課

④　障害者支援施設等に配置される虐待防止責任者（虐待
防止マネージャー）に対する研修を実施し、施設内部におけ
る研修の実施を支援します。また、各施設における権利擁
護に関する意識の醸造や虐待の発生しにくい環境づくりを
支援するため、施設の管理職に対する研修も実施します。

・施設等の虐待防止責任者（マ
ネージャー）に対して3回、施設
等の管理職に対し2回、施設従
事者等に対して4回研修を実
施しました。また、市町村職員
に対しては5回の研修を実施
し、障害者虐待の未然防止・
早期発見に取組みました。

・引き続き、研修の開催を通し
て障害者虐待の未然防止・早
期発見に取り組みます。

・施設等の虐待防止責任者（マ
ネージャー）及び施設等の管
理職に対し各3回、施設従事者
等に対して4回研修を実施しま
した。また、市町村職員に対し
ては4回の研修を実施し、障害
者虐待の未然防止・早期発見
に取組みました。

・引き続き、研修の開催を通し
て障害者虐待の未然防止・早
期発見に取り組みます。

・施設等の虐待防止責任者（マ
ネージャー）及び施設等の管
理職に対し、オンラインで研修
を１回実施しました。また、市
町村職員に対してはオンライン
及び対面により２回研修を実
施し、障害者虐待の未然防
止・早期発見に取組みました。

・引き続き、研修の開催を通し
て障害者虐待の未然防止・早
期発見に取り組みます。

３－（３）－⑤

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害福祉事業課

⑤　改正障害者雇用促進法が施行されたことを踏まえ、労
働局と連携を図り、障害者差別の視点を踏まえつつ、障害
のある人を雇う事業所の使用者向けに虐待防止・権利擁護
に関する研修を実施します。

・障害者を雇用する事業主を
対象に、障害者への合理的配
慮や使用者による障害者虐待
防止の研修を実施しました。対
象を、障害者を雇用している事
業主から、障害者を雇用する
義務のある事業主と対象者を
広げたことにより、平成29年度
は226人だった参加者が、平成
30度は263人となりました。

・引き続き、労働局と連携を図
り、研修の開催を通して障害
者虐待の未然防止・早期発見
に取り組みます。

・障害者を雇用する事業主を
対象に、障害者への合理的配
慮や使用者による障害者虐待
防止の研修を実施しました。周
知方法を工夫したことにより、
平成30年度は263人だった参
加者が、令和元年度は306人
となりました。

・引き続き、労働局と連携を図
り、研修の開催を通して障害
者虐待の未然防止・早期発見
に取り組みます。

新型コロナウイルス感染拡大
防止の観点から、実施を中止
しました。

・引き続き、労働局と連携を図
り、研修の開催を通して障害
者虐待の未然防止・早期発見
に取り組みます。

３ー（３）-⑥

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害福祉事業課

⑥   虐待の通報や届出を受け付ける市町村によって対応
に差異が生じないよう、新たに虐待防止業務を行うことと
なった市町村職員に対し、虐待防止・権利擁護に関する研
修を実施するとともに、適宜情報交換を行うことで、虐待防
止に関する受付体制の確保・充実に努めます。

・市町村との連携に資するた
め、市町村虐待防止連絡会を
5回開催しました。内容につい
ては、映像を用いて虐待通報
の聞き取り場面の演習を行っ
たり、具体的な事案対応につ
いて検討しました。

・引き続き、研修の開催を通し
て障害者虐待の未然防止・早
期発見に取り組みます。

・市町村との連携に資するた
め、市町村虐待防止連絡会を
4回開催しました。内容につい
ては、映像を用いて虐待通報
の聞き取り場面の演習を行っ
たり、具体的な事案対応につ
いて検討しました。

・引き続き、研修の開催を通し
て障害者虐待の未然防止・早
期発見に取り組みます。

・市町村との連携に資するた
め、市町村虐待防止連絡会を
2回開催し、各市町村の障害
者虐待対応について情報交換
を行いました。

・引き続き、研修の開催を通し
て障害者虐待の未然防止・早
期発見に取り組みます。

３－（３）－⑦

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

健康福祉指導課

⑦　成年後見を必要とする人本人の状態や生活状況に十
分配慮した適切な支援の下に成年後見制度の利用が促進
されるよう、市町村や成年後見業務を担う関係機関へ実態
調査を行い、市町村の地域における体制づくりに対する支
援策の検討を行います

成年後見制度の県内における
状況や地域における課題を把
握し、市町村における成年後
見制度利用促進体制整備へ
の支援等について検討する資
料とすることを目的として、市
町村や各支援活動団体等に
対してアンケート調査を実施し
ました。

アンケート調査の結果を活用
し、市町村における成年後見
制度の利用に関する地域連携
ネットワーク構築を促進するた
めの県の体制を整備します。

・市町村における成年後見制
度の利用に関する地域連携
ネットワーク構築を促進するた
めの県の体制の整備に取り組
んだところであるが、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大
防止の観点から協議会等の開
催を行うことができませんでし
た。

・引き続き、市町村における成
年後見制度の利用に関する地
域連携ネットワーク構築を促進
するための県の体制整備等を
推進します。

・市町村における成年後見制
度の利用に関する地域連携
ネットワーク構築を促進するた
めの体制整備に向け、弁護士
や社会福祉士などをアドバイ
ザーとして市町村等に派遣す
るとともに、家庭裁判所、市町
村や市町村社会福祉協議会
等が出席し、取組事例の共有
や意見交換等を行う県域会議
を開催した。

・引き続き、アドバイザーの派
遣や会議の開催等により、市
町村における成年後見制度の
利用に関する地域連携ネット
ワーク構築の促進を図ります。

３－（３）－⑧

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

健康福祉指導課

⑧　成年後見制度への正しい理解が広まるよう、本人や、
家族・市町村・市町村社会福祉協議会など支援者の立場そ
れぞれに応じた研修を引き続き行います。

成年後見制度の利用の促進を
図るため、千葉県社会福祉協
議会を通じて、市町村、市町村
社会福祉協議会、県民に対し
て、制度を周知するための講
演会等を実施しました。

成年後見制度の利用の促進
が図られるよう、引き続き、制
度の周知に努めます。

・成年後見制度の正しい理解
や利用の促進を図るため、千
葉県社会福祉協議会を通じ
て、市町村、市町村社会福祉
協議会、県民に対して、研修
会や制度を周知するための講
演会等を実施しました。

・成年後見制度の正しい理解
や利用の促進が図られるよ
う、引き続き、研修会の開催や
制度の周知を行います。

・成年後見制度の正しい理解
や利用の促進を図るため、千
葉県社会福祉協議会を通じ
て、市町村、市町村社会福祉
協議会、県民に対して、研修
会や制度を周知するための講
演会等を実施しました。

・成年後見制度の正しい理解
や利用の促進が図られるよう、
引き続き、研修会の開催や制
度の周知を行います。

３－（３）－⑨

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害者福祉推進課

⑨　策定した職員対応要領の適切な運営に努めるととも
に、県職員による障害を理由する差別を防ぎ、合理的配慮
を的確に行うため、県職員に対する研修を実施します。

・新規採用職員研修において
障害者差別解消法並びに対応
要領を周知しました。
・平成30年7月31日に知事部
局の管理職員向けの研修会を
開催しました。

・今後も千葉県職員が適切な
合理的配慮を行うことができる
よう、必要な研修等を実施しま
す。

・新規採用職員研修において
障害者差別解消法並びに対応
要領を周知しました。
・令和元年7月２日に知事部局
の管理職員向けの研修会を開
催しました。

・今後も千葉県職員が適切な
合理的配慮を行うことができる
よう、必要な研修等を実施しま
す。

・新規採用職員研修において
障害者差別解消法並びに対応
要領を周知しました。
・令和２年１１月５日に知事部
局、企業局、病院局の管理職
員向けの研修会を開催しまし
た。

・今後も千葉県職員が適切な
合理的配慮を行うことができる
よう、必要な研修等を実施しま
す。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（３）－⑩

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（３）地域における
権利擁護体制の構
築

障害者福祉推進課

⑩　障害のある人にとって最も身近な行政機関である市町
村において、その職員による障害を理由とした差別が生じ
ないよう、まだ職員対応要領を策定していない県内市町村
に対し、職員対応要領の策定を呼びかけます。

・対応要領については、会議等
の場において、策定を依頼し、
適宜情報提供を行いました。
平成31年4月時点で県内43市
町村で対応要領を策定してい
ます。
・市町村に対しては適宜情報
提供を行い、平成31年4月時
点で県内42市町村が地域協議
会を設置しています。

・県内の各市町村において対
応要領が策定され、地域協議
会が設置されるよう今後も情
報提供をすることにより支援を
行っていきます。

・対応要領については、会議等
の場において、策定を依頼し、
適宜情報提供を行いました。
令和2年4月時点で県内46市町
村で対応要領を策定していま
す。
・市町村に対しては適宜情報
提供を行い、令和2年4月時点
で県内40市町村が地域協議会
を設置しています。

・県内の各市町村において対
応要領が策定され、地域協議
会が設置されるよう今後も情
報提供をすることにより支援を
行っていきます。

・対応要領については、会議等
の場において、策定を依頼し、
適宜情報提供を行いました。
令和3年4月時点で県内47市町
村で対応要領を策定していま
す。
・市町村に対しては適宜情報
提供を行い、令和3年4月時点
で県内　44市町村が地域協議
会を設置しています。

・第七次千葉県障害者計画に
従い、県内の各市町村におい
て対応要領が策定され、地域
協議会が設置されるよう今後
も情報提供をすることにより支
援を行っていきます。 ３－５

職員対応要領を策定した
市町村数

３－（４）－①

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（４）地域における
相談支援体制の充
実

障害者福祉推進課

①   広域専門指導員や地域相談員の存在について、障害
者差別解消法の施行に合わせ、同法や障害者条例との周
知とともに、関係機関や県民への広報に努めます。

・県民の日（6月15日）に千葉
駅前で障害者条例に基づく広
域専門指導員が広報活動を行
いました。
・広域専門指導員等による障
害者条例の周知・啓発活動を
1,594件行いました。
・「マンガでわかる障害者差別
解消法」を用いて、関係機関等
への周知啓発を行いました。

・今後も、障害者条例のみなら
ず、障害者差別解消法と併せ
た啓発・広報活動に取り組み
ます。

・県民の日（6月15日）に関連し
て千葉駅前で障害者条例に基
づく広域専門指導員が広報活
動を行いました。
・広域専門指導員等による障
害者条例の周知・啓発活動を
1,490件行いました。
・「マンガでわかる障害者差別
解消法」を用いて、関係機関等
への周知啓発を行いました。

・今後も、障害者条例のみなら
ず、障害者差別解消法と併せ
た啓発・広報活動に取り組み
ます。

・広域専門指導員等による障
害者条例の周知・啓発活動を
1,368件行いました。
・「マンガでわかる障害者差別
解消法」を用いて、関係機関等
への周知啓発を行いました。

・第七次千葉県障害者計画に
従い、今後も障害者条例のみ
ならず、障害者差別解消法と
併せた啓発・広報活動に取り
組みます。

３－（４）－②

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（４）地域における
相談支援体制の充
実

障害者福祉推進課

②　障害者差別について、どのような分野の相談があっても
適切な相談対応ができるよう、様々な分野の地域相談員の
確保に努めます。また、地域相談員や広域専門指導員に対
する研修の実施等により、障害者条例に基づく相談体制の
充実を図ります。

・広域専門指導員の技術向上
を目的とした連絡調整会議を
年間11回開催しました。
・各圏域において地域相談員
研修会を実施しました。

・身体及び知的障害以外の相
談員(その他の地域相談員)の
委嘱を行う年度であるため、
様々な分野の地域相談員の
確保に努めます。

・広域専門指導員の技術向上
を目的とした連絡調整会議を
年間10回開催しました。
・各圏域において地域相談員
研修会を実施しました。

・さまざまな分野の相談に対
し、適切な対応ができるよう、
様々な分野の地域相談員の
確保に努めます。
・広域専門指導員等の研修の
充実を図ってまいります。

・広域専門指導員の技術向上
を目的とした連絡調整会議を
年間8回開催しました。

・さまざまな分野の相談に対
し、適切な対応ができるよう、
様々な分野の地域相談員の確
保に努めます。
・広域専門指導員等の研修の
充実を図ってまいります。

３－６全分野※の地域相
談員が委嘱されている圏
域数
３－７障害者差別解消支
援地域協議会を設置した
市町村数

３－（４）－③

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（４）地域における
相談支援体制の充
実

障害福祉事業課

③　障害のある人の当事者団体や家族会等との連携の下、
市町村における自立支援協議会等への相談支援アドバイ
ザーの派遣を通じて、相談支援活動の充実を図り、障害の
種別や当事者の必要に応じた相談支援体制の整備を図り
ます。

障害のある方の相談支援体制
の整備・充実を支援するため、
市町村が実施する研修会や自
立支援協議会等に対し、相談
支援アドバイザーを１３回派遣
しました。

・引き続き、相談支援アドバイ
ザー制度の活用促進による相
談支援体制の充実を図りま
す。

・障害のある方の相談支援体
制の整備・充実を支援するた
め、市町村が実施する研修会
や自立支援協議会等に対し、
相談支援アドバイザーを３回派
遣しました。

・感染症拡大防止対策に配慮
しつつ、相談支援アドバイザー
制度の活用促進による相談支
援体制の充実を図ります。

・緊急事態宣言の発出等によ
り市町村等の研修の多くが中
止されたことから、ＺＯＯＭ形式
で実施した研修会に対する１
回の派遣に留まりました。

・感染症拡大防止対策に配慮
しつつ、相談支援アドバイザー
制度の活用促進による相談支
援体制の充実を図ります。

３－（４）－④

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（４）地域における
相談支援体制の充
実

障害福祉事業課

④　相談支援事業に従事する職員へ障害者虐待対応の知
識並びに技術の習得までの権利擁護の内容を含んだ研修
を実施します。

・相談支援事業に従事する職
員に対して、相談支援従事者
初任者研修において障害者虐
待に関する研修を実施しまし
た。

・引き続き、障害者虐待に関す
る研修を行い、虐待の未然防
止に努めます。

・相談支援事業に従事する職
員に対して、相談支援従事者
初任者研修において障害者虐
待に関する研修を実施しまし
た。

・引き続き、障害者虐待に関す
る研修を行い、虐待の未然防
止に努めます。

・相談支援事業に従事する職
員に対して、相談支援従事者
初任者研修において障害者虐
待に関する研修を実施しまし
た。

・引き続き、障害者虐待に関す
る研修を行い、虐待の未然防
止に努めます。

３－（４）－⑤

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（４）地域における
相談支援体制の充
実

障害者福祉推進課

 ⑤　障害者差別解消支援地域協議会が各市町村に設置さ
れるよう、情報提供を行い支援します。また、設置された地
域協議会の事務局となる市町村職員を対象とした情報交換
会を実施するなど、地域協議会の活性化を図ります。

・障害者差別解消支援地域協
議会が設置されるよう市町村
に情報提供を行いました。
・平成31年4月時点で県内42市
町村が地域協議会を設置して
います。

・障害者差別解消法における
地域協議会との一体的な活用
も期待できることから、今後も
県内市町村に働きかけを行っ
ていきます。

・障害者差別解消支援地域協
議会が設置されるよう市町村
に情報提供を行いました。
・令和2年4月時点で県内40市
町村が地域協議会を設置して
います。

・障害者差別解消法における
地域協議会との一体的な活用
も期待できることから、今後も
県内市町村に働きかけを行っ
ていきます。

・障害者差別解消支援地域協
議会が設置されるよう市町村
に情報提供を行いました。
・令和3年4月時点で県内44市
町村が地域協議会を設置して
います。

・障害者差別解消法における
地域協議会との一体的な活用
も期待できることから、今後も
県内市町村に働きかけを行っ
ていきます。

３－（４）－⑥

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（４）地域における
相談支援体制の充
実

障害福祉事業課

⑥　相談支援の現場等において、意思決定支援が具体的
に行われるための考え方などが書かれた意思決定支援ガ
イドラインを相談支援従事者研修などにおいて配付し、周知
啓発を図ります。また、他の研修においてもその活用につい
て検討を行います。

・相談支援従事者研修におい
て意思決定支援について説明
し、周知啓発を図りました。

・引き続き、相談支援の現場等
において、意思決定支援が進
むよう周知啓発に努めます。

・相談支援従事者研修におい
て意思決定支援について説明
し、周知啓発を図りました。

・引き続き、相談支援の現場等
において、意思決定支援が進
むよう周知啓発に努めます。

・相談支援従事者研修におい
て、意思決定支援の重要性及
び方法を学べるよう講義・演習
を行いました。

・引き続き、ワーキングチーム
や講師陣との協働のもと、研
修効果が向上するための工夫
を加えながら、研修を実施しま
す。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（５）－①

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（５）手話通訳等の
人材育成

障害者福祉推進課

①○手話通訳者については、養成研修事業を着実に実施
するとともに、募集人員等の拡大を図っていきます。手話通
訳技術のみならず、聴覚障害者の歴史・文化を理解し、社
会情勢に応じた通訳が実施できるよう手話通訳者の養成に
努めます。併せて、現任の手話通訳者に対しても、今後、派
遣依頼の増加により、通訳内容が多岐にわたり、より専門
性の高い内容について通訳を求められる場合が出てくると
想定されることから、様々な場面に対応できるよう、研修の
実施等により技術向上を図ります。
○また、要約筆記者についても養成研修事業を着実に実施
していきます。

・手話通訳者の養成について
は、レベル別の養成講座を実
施したが、最終課程の修了者
は35名となり、昨年度を下回っ
た。
・要約筆記者についてもレベル
別の養成講座を実施した結
果、最終課程の修了者は13名
となり、昨年度を上回った。

・今後も引き続き、手話通訳
者・要約筆記者の養成に取り
組んでいきます。

・手話通訳者の養成について
は、レベル別の養成講座を実
施しましたが、最終課程の修
了者は34名でした。
・要約筆記者についてもレベル
別の養成講座を実施した結
果、最終課程の修了者は11名
でした。

・今後も引き続き、手話通訳
者・要約筆記者の養成に取り
組んでいきます。

・手話通訳者の養成について
は、レベル別の養成講座を実
施しましたが、最終課程の修
了者は２２名でした。
・要約筆記者についてもレベル
別の養成講座を実施した結
果、最終課程の修了者は６名
でした。

・今後も引き続き、手話通訳
者・要約筆記者の養成に取り
組んでいきます。

３－８手話通訳者・要約筆
記者実養成講習終了見
込者数
３－１０手話通訳者・要約
筆記者派遣実利用見込
件数

３－（５）－②

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（５）手話通訳等の
人材育成

障害者福祉推進課

②   手話通訳者養成研修に資するため、手話通訳者養成
のための指導者育成を引き続き実施します。

指導者育成のため、手話通訳
者及び手話奉仕員の講師養
成研修を実施しました。

・今後も引き続き、手話通訳・
要約筆記の指導者養成に努
めます。

・指導者育成のため、手話通
訳者及び手話奉仕員の講師
養成研修を実施しました。

・今後も引き続き、手話通訳・
要約筆記の指導者養成に努
めます。

・指導者育成のため、手話通
訳者及び手話奉仕員の講師
養成研修を実施しました。

・今後も引き続き、手話通訳・
要約筆記の指導者養成に努め
ます。

３－（５）－③

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（５）手話通訳等の
人材育成

障害者福祉推進課

③　盲ろう者向け通訳・介助員については、養成研修事業
の内容の充実と受講募集の周知を図ります。

・盲ろう者向け通訳介助員の
養成については、養成研修の
周知を行った結果、定員に達
する20名の受講があり、うち修
了者は15名でした。

・今後も引き続き、盲ろう者向
け通訳・介助員の養成に取り
組んでいきます。

・盲ろう者向け通訳介助員の
養成については、養成研修の
周知を行った結果、定員に達
する20名の受講があり、うち修
了者は18名でした。

・今後も引き続き、盲ろう者向
け通訳・介助員の養成に取り
組んでいきます。

・盲ろう者向け通訳介助員の
養成については、養成研修の
周知を行った結果、定員に達
する１４名の受講があり、うち
修了者は１３名でした。

・今後も引き続き、盲ろう者向
け通訳・介助員の養成に取り
組んでいきます。

３－９盲ろう者向け通訳・
介助員養成講習終了見
込者数
３－１１盲ろう者向け通
訳・介助員派遣実利用見
込件数

３－（５）ー④

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（５）手話通訳等の
人材育成

障害者福祉推進課

④　点訳・朗読奉仕員については、養成研修事業の内容の
充実と受講募集の周知を図ります。

・点訳奉仕員24名、朗読奉仕
員23名の受講者を確保しまし
た。

・今後とも周知に取り組むほ
か、より多くの受講者に課程を
修了していただけるよう引き続
き内容の充実に努めていきま
す。

・点訳奉仕員24名、朗読奉仕
員17名の受講者を確保しまし
た。

・今後とも周知に取り組むほ
か、より多くの受講者に課程を
修了していただけるよう引き続
き内容の充実に努めていきま
す。

・点訳奉仕員については29名、
朗読奉仕員については32名の
受講があり、うち修了者はそれ
ぞれ27名、22名でした。

・今後とも周知に取り組むほ
か、より多くの受講者に課程を
修了していただけるよう引き続
き内容の充実に努めていきま
す。

３－１２点字・朗読奉仕員
の養成
人数と研修回数

３－（５）－⑤

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（５）手話通訳等の
人材育成

障害者福祉推進課

⑤  失語症者の意思疎通支援について、関係機関と検討し
ていきます。

・失語者向け意思疎通支援者
育成のため、県言語聴覚士会
へ委託し、養成研修を実施し
ました。

・養成研修の充実を図り、失語
症の理解がさらに広がるよう
取り組みます。

・失語者向け意思疎通支援者
育成のため、県言語聴覚士会
へ委託し、養成研修を実施し
ました。

・養成研修の充実を図り、失語
症の理解がさらに広がるよう
取り組みます。

・失語者向け意思疎通支援者
育成のため、県言語聴覚士会
へ委託し、養成研修を実施し
ました。

・引き続き、養成研修の充実を
図り、失語症の理解がさらに広
がるよう取り組みます。

３－（６）－①

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

①　情報コミュニケーションを支援するため、意思疎通支援
事業の強化を図っていきます。手話言語等条例第１１条に
記載されているように、手話通訳者、要約筆記者等の派遣
体制の整備及び充実に努めます。

手話通訳者・要約筆記者の派
遣事業を実施した結果、合わ
せて476件の利用がありまし
た。

今後も手話通訳者・要約筆記
者等の派遣体制の整備及び
充実に努めます。

・手話通訳者・要約筆記者の
派遣事業を実施した結果、合
わせて369件の利用がありまし
た。

・今後も手話通訳者・要約筆記
者等の派遣体制の整備及び
充実に努めます。

・手話通訳者・要約筆記者の
派遣事業を実施した結果、合
わせて191件の利用がありまし
た。

・今後も手話通訳者・要約筆記
者等の派遣体制の整備及び
充実に努めます。

３－（６）－②

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

②　手話言語等条例等の周知を図るため、チラシやＤＶＤな
どの資料を用い、広く県民への周知啓発に努めます。特に
県内の中学・高校に対しては、手話等に関するＤＶＤを全て
の学校に配付し、手話等を学ぶ環境を整えます。

手話等の普及啓発DVDは既に
作成・配布済みであり、昨年度
はチラシ2万7千枚を作成・配
布しました。

今後も手話言語条例等の普及
啓発に努めます。

・条例の理念を広めることを目
的とした千葉県手話言語条例
フォーラムを開催したほか、市
町村に手話学習冊子2,700部
を配付しました。

・今後も手話言語条例等の普
及啓発に努めます。

・市町村等に手話学習冊子等
の配布を行いました。

・今後も手話言語条例等の普
及啓発に努めます。

３－（６）－③

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

③　手話が県民に身近なものとなるように、簡単な手話が掲
載された学習用冊子を作成・配布し、県民への浸透を図り
ます。

平成30年度はチラシ2万7千枚
を作成・配布しました。

今後も、手話が県民にとって身
近なものになるように広報を継
続します。

・令和元年度は手話学習冊子
2,700部を配付しました。

・今後も、手話が県民にとって
身近なものになるように広報を
継続します。

・市町村等に手話学習冊子等
の配布を行いました。

・今後も、手話が県民にとって
身近なものになるように広報を
継続します。

３－（６）－④

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

④　県民が手話等を学ぶ機会を確保するため、県のホーム
ページにおいて、手話を学ぶサークル等の情報を紹介し、
学習機会の確保に努めるとともに、県の職員が手話等を学
習するための研修を実施します。

聴覚障害者への情報提供に
関する合理的な配慮を行い、
窓口で簡単な手話のやり取り
ができるように、県職員向け手
話講習会を開催しました。

今後も手話に関する情報発信
や、県職員への講習を継続し
ます。

・令和元年度も県職員向け手
話講習会を開催を予定してい
ましたが、新型コロナウイルス
感染拡大の状況に鑑み、中止
としました。

・今後も手話に関する情報発
信や、県職員への講習を継続
します。

・令和２年度も県職員向け手
話講習会を開催を予定してい
ましたが、新型コロナウイルス
感染拡大の状況に鑑み、中止
としました。

・今後も手話に関する情報発
信や、県職員への講習を継続
します。

３－（６）－⑤

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

⑤　地域によって手話通訳者や要約筆記者の派遣に差異
がないよう市町村へ働きかけを行うとともに、広域的な派遣
を円滑に実施できるよう、市町村相互間の連絡調整体制を
整備します。

手話通訳者、要約筆記者の派
遣に関する市町村からの問い
合わせに対しては、可能な限り
地域ごとの差異が出ないよう
にすることを念頭に対応しまし
た。

今後も市町村への働きかけを
行うとともに、市町村相互間の
連絡調整体制を整備します。

・手話通訳者、要約筆記者の
派遣に関する市町村からの問
い合わせに対しては、可能な
限り地域ごとの差異が出ない
ようにすることを念頭に対応し
ました。

・今後も市町村への働きかけ
を行うとともに、市町村相互間
の連絡調整体制を整備しま
す。

・手話通訳者、要約筆記者の
派遣に関する市町村からの問
い合わせに対しては、可能な
限り地域ごとの差異が出ない
ようにすることを念頭に対応し
ました。

・今後も市町村への働きかけ
を行うとともに、市町村相互間
の連絡調整体制を整備しま
す。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（６）－⑥

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

⑥　 障害特性に合ったコミュニケーションを支援するために
ヒアリングループ等のコミュニケーションを支える機器の設
置を行政機関等の関係機関に働きかけ、コミュニケーション
支援の普及と、それが使える地域の環境づくりを目指しま
す。

コミュニケーション支援の普及
のため、ヒアリングループの庁
内向け貸し出しを実施しまし
た。

今後もヒアリングループの貸し
出しを継続するとともに、コミュ
ニケーションを支える機器の設
置を行政機関等に働きかけま
す。

・コミュニケーション支援の普
及のため、ヒアリングループの
庁内向け貸し出しを実施しまし
た。

・今後もヒアリングループの貸
し出しを継続するとともに、コ
ミュニケーションを支える機器
の設置を行政機関等に働きか
けます。

・コミュニケーション支援の普
及のため、ヒアリングループの
庁内向け貸し出しを実施しまし
た。

・今後もヒアリングループの貸
し出しを継続するとともに、コ
ミュニケーションを支える機器
の設置を行政機関等に働きか
けます。

３－（６）－⑦

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

⑦　視覚障害のある人向けのパソコン教室について、点字
広報紙等により周知を図り利用者の増加に努めるとともに、
ＩＴサポートセンターについても、点字県民だより等の広報紙
を用い、引き続き登録者を増やす等により、障害のある人
の情報通信技術の利用・活用の拡大を図ります。

・音声読上げに対応している県
ホームページ及び受託事業者
のホームページにおいて周知
を行いました。

・今後とも同様の方法で周知
に取り組んでいきます。

・音声読上げに対応している県
ホームページ及び受託事業者
のホームページにおいて周知
を行いました。

・今後とも同様の方法で周知
に取り組んでいきます。

・音声読上げに対応している県
ホームページ及び受託事業者
のホームページにおいて周知
を行いました。

・今後とも同様の方法で周知に
取り組んでいきます。

３－（６）－⑧

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

危機管理課

⑧　災害時の情報伝達については、避難所における防災行
政無線や広報車、携帯端末の緊急速報メール等複数の手
段を組み合わせ、障害の区分等に配慮した手段を用いるこ
ととします。
○また、避難場所への避難や避難所での情報コミュニケー
ション支援の取組など、災害時の対応について市町村の取
組を促します。

平成30年8月26日に実施した
九都県市合同防災訓練（実動
訓練）において、市が主体と
なって実施する避難所運営訓
練のなかで要配慮者（障害者
等）に配慮した避難所での生
活環境、健康管理、トイレ等の
確保などの訓練を行いました。

令和元年度も引き続き、各種
防災訓練のなかで、障害者等
に配慮した避難所運営等が実
施できるよう、市町村の取組を
促していきます。

・令和元年9月1日に実施した
九都県市合同防災訓練（実動
訓練）において、市が主体と
なって実施する避難所運営訓
練のなかで要配慮者（障害者
等）に配慮した避難所での生
活環境、健康管理、トイレ等の
確保などの訓練を行いました。

・令和２年度も引き続き、各種
防災訓練のなかで、障害者等
に配慮した避難所運営等が実
施できるよう、市町村の取組を
促していきます。

九都県市合同防災訓練（実動
訓練）において、共催市が主体
となって実施する避難所運営
訓練の中で要配慮者（障害者
等）に配慮した実施を想定して
いましたが、新型コロナウイル
スの影響で本訓練が規模縮小
となったため、実施に至りませ
んでした。

・令和３年度も引き続き、各種
防災訓練のなかで、障害者等
に配慮した避難所運営等が実
施できるよう、市町村の取組を
促していきます。

３－（６）－⑨

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

⑨　聴覚障害者・視覚障害者情報提供施設の安定した運営
のために、現在行っている運営費の助成を継続し、施設機
能の整備、充実を図ります。

・聴覚障害者・視覚障害者情
報提供施設の安定した運営の
ために、運営費の助成を行い
ました。

・今後も、国の要綱に基づきな
がら助成を継続します。

・聴覚障害者・視覚障害者情
報提供施設の安定した運営の
ために、運営費の助成を行い
ました。

・今後も、国の要綱に基づきな
がら助成を継続します。

・聴覚障害者・視覚障害者情
報提供施設の安定した運営の
ために、運営費の助成を行い
ました。

・今後も、国の要綱に基づきな
がら助成を継続します。

３－（６）－⑩

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

⑩　視覚障害、聴覚障害等、各種障害のある人に対し、行
政の職員などが障害のある人と情報のやりとりをする際に
どのような配慮を行うべきか示すため定めた「障害のある人
に対する情報保障のためのガイドライン」が幅広く活用され
るよう、市町村をはじめとした関係機関や民間事業者への
周知に努め、必要な配慮を行うよう働きかけます。

・障害者差別解消法における
市町村職員研修において、情
報保障ガイドラインを配布し、
障害のある人に対する配慮に
ついて働きかけを行いました。

・情報保障ガイドラインの周知
を進めて研修を実施し、県の
ほかに市町村・民間事業者に
おいても配慮の実践が行われ
るよう協力を求めていきます。

・障害者差別解消法における
市町村職員研修において、情
報保障ガイドラインを配布し、
障害のある人に対する配慮に
ついて働きかけを行いました。

・情報保障ガイドラインの周知
を進めて研修を実施し、県の
ほかに市町村・民間事業者に
おいても配慮の実践が行われ
るよう協力を求めていきます。

・障害者差別解消法における
市町村職員研修において、情
報保障ガイドラインを配布し、
障害のある人に対する配慮に
ついて働きかけを行いました。

・情報保障ガイドラインの周知
を進めて研修を実施し、県の
ほかに市町村・民間事業者に
おいても配慮の実践が行われ
るよう協力を求めていきます。

３－（６）－⑪

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

障害者福祉推進課

⑪　 放送事業者が放映する番組において、字幕番組、手話
番組等障害特性に配慮した情報提供の一層の充実がなさ
れるよう、国に働き掛けます。

・県内の放送事業者に対し、障
害者差別解消法及び障害者
条例を周知し、差別の解消に
向けた協力を依頼しました。
・国の施策に対して、「聴覚や
視覚に障害のある人に対する
緊急災害時や選挙の際の情
報保障」を要望しました。

・放送事業者も参加する「障害
のある人もない人も共に暮らし
やすい千葉県づくり推進会議」
の場において、障害にある人
に対するより一層の配慮が必
要であることを周知します。
・第六次千葉県障害者計画に
従い、障害者差別解消法の趣
旨である共生社会実現のた
め、啓発・広報活動等の必要
な取組を行っていきます。

・県内の放送事業者に対し、障
害者差別解消法及び障害者
条例を周知し、差別の解消に
向けた協力を依頼しました。
・国の施策に対して、「聴覚や
視覚に障害のある人に対する
緊急災害時や選挙の際の情
報保障」を要望しました。
・放送事業者も参加する「第９
回障害のある人もない人も共
に暮らしやすい千葉県づくり推
進会議」を令和元年７月３０日
に開催し、障害のある人への
配慮等について議論しました。

・引続き「障害のある人もない
人も共に暮らしやすい千葉県
づくり推進会議」の場におい
て、障害にある人に対するより
一層の配慮が必要であること
を周知します。
・第六次千葉県障害者計画に
従い、障害者差別解消法の趣
旨である共生社会実現のた
め、啓発・広報活動等の必要
な取組を行っていきます。

・県内の放送事業者に対し、障
害者差別解消法及び障害者
条例を周知し、差別の解消に
向けた協力を依頼しました。
・国の施策に対して、「聴覚や
視覚に障害のある人に対する
緊急災害時や選挙の際の情
報保障」を要望しました。

・引続き「障害のある人もない
人も共に暮らしやすい千葉県
づくり推進会議」の場におい
て、障害にある人に対するより
一層の配慮が必要であること
を周知します。
・第七次千葉県障害者計画に
従い、障害者差別解消法の趣
旨である共生社会実現のた
め、啓発・広報活動等の必要
な取組を行っていきます。

３－（６）－⑫

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

市町村課

⑫　 視覚障害のある人に選挙権の行使に必要な情報を提
供するため、引き続き選挙公報の点訳版や音訳版を作成・
配布します。また、障害特性に配慮した投票所のバリアフ
リー化のほか、不在者投票の適切な実施の促進により、投
票所での投票が困難な障害のある人の投票機会の確保に
努めます。

・千葉県議会議員一般選挙に
おいて、選挙公報の点訳版や
音声版を作成・配布しました。
・また、投票所における障害者
への便宜供与に努めるほか、
不在者投票制度や代理投票
制度についても、市町村の協
力を得て、対象者に周知が図
られるよう努めました。

・令和元年執行予定の参議院
議員通常選挙においても、引
き続き選挙公報の点訳版や音
声版を作成・配布します。
・また、市町村選挙において
も、引き続き投票所のバリアフ
リー化や投票所における障害
者への便宜供与が図られるよ
う、市町村に依頼します。

・参議院議員通常選挙におい
て、選挙公報の点訳版や音声
版を作成・配布しました。
・また、投票所における障害者
への便宜供与に努めるほか、
不在者投票制度や代理投票
制度についても、市町村の協
力を得て、対象者に周知が図
られるよう努めました。

・令和３年執行予定の千葉県
知事選挙においても、引き続
き選挙公報の点訳版や音声版
を作成・配布します。
・また、市町村選挙において
も、引き続き投票所のバリアフ
リー化や投票所における障害
者への便宜供与が図られるよ
う、市町村に依頼します。

・千葉県知事選挙において、選
挙公報の点訳版や音声版を作
成・配布しました。
・また、投票所における障害者
への便宜供与に努めるほか、
不在者投票制度や代理投票
制度についても、市町村の協
力を得て、対象者に周知が図
られるよう努めました。

・令和３年執行予定の衆議院
議員総選挙においても、引き
続き選挙公報の点訳版や音声
版を作成・配布します。
・また、引き続き投票所のバリ
アフリー化や投票所における
障害者への便宜供与が図られ
るよう、市町村に依頼します。
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第六次千葉県障害者計画　取組の方向性　進捗状況管理表

施策番号 主要施策 基本施策 担当課 取組の方向性 ３０年度の取組結果 取組結果への対応（３０→元年度） 元年度の取組結果 取組結果への対応（元→２年度） ２年度の取組結果 取組結果への対応（２→３年度） 関連数値目標

３－（６）－⑬

３障害のある人へ
の理解を広げ権利
を擁護する取組の
推進

（６）情報・コミュニ
ケーションバリアフ
リーのための普及
啓発の促進

報道広報課

⑬　障害の有無に関わらず、誰もがホームページ等で提供
される情報や機能を支障なく利用できるよう、「千葉県ホー
ムページウエブアクセシビリティ方針」に基づき、ホームペー
ジにおけるアクセシビリティの向上に努めます。

・所属から公開承認を依頼され
た個々のページに対し、適切
なウェブアクセシビリティ対応
が施されているか審査を行い
ました。
・ウェブアクセシビリティ方針の
取組状況を確認するため、適
合試験（定量的比較及び
miCheckerによる検証）を実施
しました。

・適合試験結果及びウエブア
クセシビリティ方針に基づき、
ホームページにおけるアクセ
シビリティのさらなる向上に努
めます。
・第3期CMS導入にあたり、改
正JIS規格へ対応する（高齢者
や障害者等への対応の強
化）。※前回の改正が2016年
に行われており、次回の改正
が2020年に行われる予定であ
るため、改正後の状況に合わ
せ修正を行います。（現時点で
内容未定）

・所属から公開承認を依頼され
た個々のページに対し、適切
なウェブアクセシビリティ対応
が施されているか審査を行い
ました。
・ウェブアクセシビリティ方針の
取組状況を確認するため、適
合試験（定量的比較及び
miCheckerによる検証）を実施
しました。

・適合試験結果及びウエブア
クセシビリティ方針に基づき、
ホームページにおけるアクセ
シビリティのさらなる向上に努
めます。
・第3期CMS導入にあたり、改
正JIS規格へ対応する（高齢者
や障害者等への対応の強
化）。※前回の改正が2016年
に行われており、次回の改正
が2020年に行われる予定であ
るため、改正後の状況に合わ
せ修正を行います。（現時点で
内容未定）

・所属から公開承認を依頼され
た個々のページに対し、適切
なウェブアクセシビリティ対応
が施されているか審査を行い
ました。
・ウェブアクセシビリティ方針の
取組状況を確認するため、適
合試験（定量的比較及び
miCheckerによる検証）を実施
しました。

・適合試験結果及びウエブアク
セシビリティ方針に基づき、
ホームページにおけるアクセシ
ビリティのさらなる向上に努め
ます。
・改正JIS規格へ対応する（高
齢者や障害者等への対応の
強化）。※次回改正に合わせ
修正を行います。（現時点で内
容未定：前回改正2016年）
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